
農林水産部
（農業振興課）

【農業・林業・水産業】

施策の方向

（「宮城の将来
ビジョン・震災
復興実施計
画」の「震災復
興実施計画」
の行動方針）

❶生産基盤の早期復旧
◇　営農の再開に向け，がれきの撤去や用排水施設の復旧，除塩など生産基盤の早期復旧に取り組む。あわせて，用排水施設の
円滑な運転を支援する。
◇　加工施設や農業用倉庫などの共同利用施設の復旧に取り組むとともに，被災地からの家畜の避難を支援するほか，園芸施設や
畜舎の復旧・整備を推進する。
◇　衛生上の観点などから，浸水した米・大豆等を迅速に処理するとともに，死亡家畜の処理を支援するほか，様々な影響が生じて
いる原子力災害に対して迅速な対応を図る。
❷早期営農再開に向けた支援
◇　営農の再開に向けた各種相談に応ずる総合的な窓口を設置するとともに，専門家による経営指導等を行う。また，浸水等により
農地の利用が困難となった農業者に対し，活用可能な農地等の紹介や貸付等を促進するほか，農業法人等での雇用など就農機会
の確保に取り組む。
◇　被災した農業者の経済的負担軽減を図るため，災害対策資金の創設など，資金融通の円滑化を図る。
◇　被災した土地改良区などの農業関係団体を支援するため，借入金償還の軽減などを図る。
❸農業・農村復興プランの策定及び生産体制の整備に係る支援
◇　ゾーニングによる土地利用や効率的な営農方式の導入を推進するため，各市町や地域の農業・農村に関する復興計画の策定
を支援するとともに，その具現化に向けて，生産基盤の整備や農業経営の効率化に向けた取組を支援する。
❹収益性の高い農業経営の実現
◇　収益性の高い農業経営を実現するため，多様な担い手の参入や共同化・法人化に向けた支援を行う。
◇　大規模な土地利用型農業を実現するため，地域水田農業を支える認定農業者や農業法人等への農地集積を図るとともに，農
業用施設や機械などの導入を支援する。
◇　稲作から施設園芸への転換や畜産の生産拡大を図るため，園芸施設や畜舎の整備，農業用機械や家畜の導入を支援する。
◇　他産業のノウハウを積極的に取り込むなど，付加価値の高いアグリビジネスの振興を図る。
❺活力ある農業・農村の復興
◇ 農業・農村の活性化を図るため 都市との交流促進や６次産業化など 農業の高付加価値化や農村ビジネスの振興に向けた取

施策名 1 魅力ある農業・農村の再興 施策担当部局 農林水産部

「宮城県震災
復興計画」に
おける体系

政策 4 農林水産業の早期復興 評価担当部局
（作成担当課室）

平成24年度政策評価・施策評価基本票

評価対象年度 平成23年度 施策評価シート（震災復興用） 政策 4 施策 1

　

3 津波被災市町における家畜飼養頭羽数（頭） 157,835頭
（平成22年度）

165,000頭
（平成23年度）

180,000頭
（平成25年度）

Ａ

2 園芸用ガラス室・ハウス設置面積（ha）〔累計〕 624ha
（平成22年度）

671ha
（平成23年度）

840ha
（平成25年度）

Ｂ

達成
度

1 農地復旧・除塩対策の施行面積（ha）〔累計〕
0ha
(0%)

（平成22年度）

5,780ha
(44.5%)

（平成23年度）

13,000ha
(100%)

（平成25年度）
Ａ

-

※決算（見込）額は「宮城の将来ビジョン推進事業」と「取組に関連する宮城県震災復興推進事業」の合計額（再掲分含む）

目標指標等

　※達成度
　　Ａ：｢目標値を達成している｣
　　Ｂ：｢目標値を達成していないが,設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している,又は現状維持している｣
　　Ｃ：｢目標値を達成しておらず,設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している｣
　　N：｢現況値が把握できず,判定できない｣ 初期値

（測定年度）
現況値

（測定年度）
目標値

（測定年度）

・東日本大震災により，本県の農業においては，中核となり活躍してきた多くの貴重な人材を失うとともに，農地，用排水機場や用排水路等の生産基
盤施設，園芸施設及び畜舎等の生産関連施設をはじめ，流通・加工等の関連産業施設等が損壊し，食料供給基地としての機能を大きく低下させる
事態となった。生産基盤への大きな被害は，農業者の生活への不安，農業再開への意欲の減退につながり，離農し地域を離れる人が増加すること
で，本県の農業生産力の維持や農村集落の存続が危ぶまれる状況となっている。
・農林水産省は，「農業・農村の復興マスタープラン」（平成23年8月）を策定し，農地の復旧のスケジュールを明確化するとともに，営農再開までの所
得確保，担い手の確保，土地利用調整，施設整備等についての基本的な考え方を示した。
・県では，「宮城県震災復興計画」及び「みやぎの農業・農村復興計画」（平成23年10月）を策定し，本県の農業・農村の復興に向け，緊急かつ重点
的に取り組む具体的な施策を定め，取組の道筋を示した。
・「東日本大震災復興基本法」が平成23年6月に施行され，東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進を図るほか，「東日本大震災復興特別
区域法」が平成23年12月に施行され，復興特別区域基本方針，復興推進計画の認定及び特別の措置，復興整備計画の実施に係る特別の措置，復
興交付金事業計画に係る復興交付金の交付等が定められ，東日本大震災からの復興に向けた取組の推進を図ることにしている。

決算（見込）額
（千円）

年度 平成23年度
（決算（見込）額）

平成24年度
（決算（見込）額）

平成25年度
（決算（見込）額）

県事業費 39,264,974 -

◇　農業・農村の活性化を図るため，都市との交流促進や６次産業化など，農業の高付加価値化や農村ビジネスの振興に向けた取
組を支援する。
◇　農村の持つ多面的機能の維持を図るため，防災対策や自然環境，景観を意識した農村の形成を図る。

施策に関する社会経済情勢等の状況　（全国・隣県・本県の状況，法令・条例・計画等策定の状況等について）

4 土地利用型農業を行っている農家生産法人１法人当たりの水田経営面積（ha） 21.9ha
（平成22年）

22.1ha
（平成23年）

30.0ha
（平成25年）

Ｂ

（平成22年度） （平成23年度） （平成25年度）
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施策を推進する上での課題と対応方針　（原案） ※施策が直面する課題や改善が必要な事項等
※今年度の対応状況を含む今後の対応方針

【課題】
・震災前の状態へ復旧するには，相当な時間を要すると考えられ，農業者の事業再開までの道のりは大変厳しいものとなっており，更なる担い手の減
少が懸念されている。また，原油価格高騰をはじめ生産資材等の需給や価格の不透明感により経営への重大な影響が懸念されるなど，取り巻く環境
は厳しさを増しており，早期復旧を図ることが必要である。

【対応方針】
・農地の復旧や除塩対策を計画的に進めるとともに，防潮堤や排水機場の復旧を推進し，農業の生産基盤の早期復旧を図る。
・津波の被害が甚大な区域等においては，農地復旧と平行し，新たな土地利用計画に基づくほ場の大区画化を推進する。
・東日本大震災により崩壊した地域農業の復興を図るため，集落・地域での話し合いに基づき，被災地域の農業を担う経営体を定め，農地集積及び
生産施設の整備等を支援する。
・園芸産地の復興に向け，園芸団地の整備を推進する。
・東日本大震災復興特別区域法で制度化された特区制度や復興交付金事業等を活用し，地域のニーズに対応した復興支援を行う。

■　施策評価　（原案）

施策の成果 評価の理由

目標指標等，県民意識
調査結果，社会経済情
勢，事業の実績及び成
果等から見て，施策に
期待される成果を発現
させることができたか
（震災からの復興が進
んでいるか）。

・目標指標等について，農地復旧・除塩対策の施工面積は計画を上回り，目標を達成した。また，施工面積のうち
1,150haは年度内の作付が可能となった。園芸用ガラス室・ハウス設置面積は事業等を活用した取組のほか，企業の支援
を受けた施設整備等の事例があるなど，増加している。津波被災市町における家畜飼養頭羽数は予定を上回る増頭が
あり，目標を上回った。土地利用型農業を行っている農業生産法人1法人当たりの水田経営面積は当該法人への農地集
積が図られ，水田経営面積はやや増加している。
・この他，被災した69箇所の排水機場のうち応急工事等により52箇所の排水機場を稼働させた。また，水稲の作付は平
成23年産の生産数量目標配分後に津波による作付不能水田が発生したことから，被災した地域と被災していない地域と
の地域間調整等を実施した結果，水稲作付面積は66,400ha（対前年比90％）となった。野菜は63.3ha，花きは15.4haで
再開される予定である。畜産は経営再建家畜導入として，乳用牛55頭，肉用牛62頭，採卵鶏154千羽を導入した。
・上述のとおり，東日本大震災に対応した国の措置を活用しながら，国，県，市町村等が総力をあげて支援を行った結
果，多くの事業が効率的に実施され，着実に成果が認められるなど，概ね順調に推移している。
・以上のことから，施策の目的である「農林水産業の早期復興」に向けた本施策の進捗状況は概ね順調であると判断す
る。

【評価】

概ね順調
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840

H25 H26

園芸用ガラス室・ハウス設置面
積（ha）〔累計〕

指標測定年度 H22 H23 H24 H25 -

目標値(a)

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24

目標値の
設定根拠

・平成24年1月31日に公表した「東日本大震災に係る農地・農業用施設の復旧復興のロー
ドマップ」で示した農地復旧・除塩対策が必要な農地13,000haを目標値に設定。平成23年
度に5,250haを施工する。

実績値の
分析

・平成23年度は5,780haの農地復旧・除塩対策を実施。うち，1,150ｈａは年度内の作付けが
可能となった。

達成度 - A - - -

-

達成(進捗)率(b)/(a) - 110% - - -

5,250 9,350
13,000
100%

-

農地復旧・除塩対策の施工面
積（ha）

実績値(b)
0
0%

5,780
44.5%

- -

H26

農地復旧・除塩対策の施工面
積（ha）〔累計〕

指標測定年度 H22 H23 H24 H25 -

目標値(a) -

目標指標等の状況

※目標指標等の達成度　Ａ：「目標値を達成している」
　 　　　　　　　　　　 　　 　 Ｂ：「目標値を達成していないが，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と同方向に推移している，又は現状維持している」
　　　　　　　　　　　　 　　   Ｃ：「目標値を達成しておらず，設定時の値から見て指標が目指す数値の変化と逆方向に推移している」
　　　　　　　　　　　　 　　　 Ｎ：「現況値が把握できず，判定できない」

1

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24 H25

評価対象年度 平成23年度 政策 4 施策 1

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

H22 H23 H24 H25

目標

実績

800

900

目標値の
設定根拠

・東日本大震災により沿岸地域では，園芸用施設が壊滅的な被害を受けた。また，内陸部
でも施設内の機械，資機材に被害を受け，栽培が困難となっているところもある。
・みやぎ園芸特産振興戦略プランにおいて，生産基盤がしっかりとした競争力の強い産地
づくりに向けた支援を行うこととしている。
・大震災からの復旧・復興に向け，東日本大震災農業生産対策事業等の活用の動きもある
ことから，栽培用に使用した園芸用ガラス室・ハウス設置の実面積を目標指標として設定す
る。

実績値の
分析

・東日本大震災農業生産対策事業等を活用した取組の他，民間企業の支援を受け，施設
整備が行われた事例などがあった。
・復興交付金事業等の活用を図ることにより，今後も設置面積の伸びが期待できる。

- - - -

達成度 - B - - -

840 -

栽培用に使用した園芸用ガラ
ス室・ハウス設置の実面積

実績値(b) 624 671 - - -

達成(進捗)率(b)/(a)

積（ha）〔累計〕 目標値(a)
2

- - -

-
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目標

実績
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・国においては，農林漁業再生のための戦略として，平地で20～30ha規模の経営体が大

90% - - -

達成度 - B - - -

30.0 -

農業生産法人の活動状況調
査で，営農形態が「米麦作」の
法人，「その他」のうち水田経
営面積が5ha以上の法人の水
田経営面積の平均

実績値(b) 21.9 22.1 - - -

達成(進捗)率(b)/(a)

H25 H26

土地利用型農業を行っている
農業生産法人１法人当たりの
水田経営面積（ha）

指標測定年度 H22 H23 H24 H25 -

目標値(a)

4

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24

- 24.6 27.3

-

目標値の
設定根拠

・津波被災市町における家畜飼養頭羽数について，復興に向けた導入費助成により，増
頭を図るもの。
・津波被災市町においては畜舎や家畜の流失等により，飼養頭数は減少したが，震災復
興計画等では，畜舎の復旧や家畜導入の再開により，増頭を図っていくこととし，180,000
頭羽に目標を設定した。

実績値の
分析

・平成23年度は，ライフラインの復旧を中心に支援を行い，畜産経営を再開できる体制整
備を図った。
・営農意欲が高まるとともに，畜産経営再開の具体的な取り組みが始まり，畜舎の増改築が
始まった。

101% - - -

達成度 - A - - -

180,000 -

市町村家畜飼養頭羽数調べ
による

実績値(b) 157,835 165,000 - - -

達成(進捗)率(b)/(a)

H25 H26

津波被災市町における家畜飼
養頭羽数（頭）

指標測定年度 H22 H23 H24 H25 -

目標値(a)
3

目標指標等名（下段：説明） 評価対象年度 初期値 H23 H24

- 163,000 167,600

-

評価対象年度 平成23年度 政策 4 施策 1
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35.0 

目標値の
設定根拠

・国においては，農林漁業再生のための戦略として，平地で20～30ha規模の経営体が大
宗を占める構造を目指すとしている。農業生産法人は大規模農業経営の一定割合を占め
ており，年次毎の経営面積の把握が可能であることから，「土地利用型農業を行っている農
業生産法人1法人当たりの水田経営面積」を目標指標として設定した。
・国では経営規模20～30haを目指しており，農業生産法人は大規模農業の中心的役割を
期待されていることから，目標値を30haに設定した。

実績値の
分析

・平成23年の土地利用型農業を行っている農業生産法人１法人当たりの水田経営面積は
22.1haと前年度をやや上回った。
・今後は農地の復旧とともに，地域の農業を担う経営体として農業生産法人等への農地集
積が期待できる。
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H23 H24
廃止

H22 H25

関連 取組6 15 216

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
０３

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

15,216

農業の経営の維持と安定を図るため，震災によ
り被災した農業協同組合等が所有する農業用共
同利用施設の復旧を図る。

・補助対象：3団体，7件

2

農業用共同利用施設
災害復旧事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

H23 H24
維持

H22 H25

関連：取組6 - 10,750,969 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
０１

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❸に再掲 ①必要性

10,750,969

震災により著しく損なわれた農業生産力の維持・
向上を図るため，農地・農業用施設等の復旧工
事を実施することにより，生産基盤の早期回復を
図る。

・復旧が必要な農地13,000haのうち農地5,780haを復
旧。被災した69箇所の排水機場のうち応急工事等に
より52箇所の排水機場を稼働した。また，国直轄災害
復旧事業を実施し施設の復旧を実施した。

1

東日本大震災災害復
旧事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課，
農村整備課

宮城県震災復興推進事業

番
号

事　業　名
平成23年度
決算（見込）
額（千円） 事業の状況

担当部局・課室名 特記事項

評価対象年度 平成23年度 政策 4 施策 1

H25

関連：取組6 - 3 720 000 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➊
０６

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

3,720,000

被災農家の経営再開を支援するため，地域復興
組合で行う農地復旧の取組や，園芸施設，畜舎
等の復旧に係る共同作業に対して支援金を交
付する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

5

被災農家経営再開支
援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農産園芸環境課

H23 H24
廃止

H22

・津波被災のあった沿岸12市町において，38復興組
合が組織され，除草，ゴミ拾い，除草剤散布等の取組
が行われた。

効率的

H25

関連：取組6 - 2,559 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
０５

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

2,559

震災によるライフラインの途絶により家畜飼養が
困難となった生産者や被災家畜を継続飼養する
ことが困難となった生産者を救済し，農業生産力
を維持するため，震災家畜の避難に要する輸送
経費及び受け入れ先の飼養管理経費を補助す
る。

・支援実績64頭
・交付金額2,559千円

4

震災家畜緊急避難輸
送管理支援対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

H25

関連：取組6 - 4,268,436 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➊
０４

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

4①❹に再掲 ①必要性

4,268,436

農業・経営の早期再生のため，被災した施設等
の改修，再編整備，農業機械の再取得等に対し
て助成する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

3

東日本大震災農業生
産対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農産園芸環境課，
畜産課

廃

・共同利用施設の復旧及び再編整備の他，経営の再
開に必要な農業機械や資機材の導入を支援した。
交付決定件数　238件

概ね効率的

関連：取組6 - 15,216 - -
妥当

た
効率的

急 援課

関連：取組6 - 3,720,000 - -急 た
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➊
１０ 農林水産部

事業の分析結果

①必要性

13,313

　震災により県内の畜産農家で飼育している家
畜が死亡した場合の運搬・処理経費について補
助する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

8

地震被災家畜処理円
滑化事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

H23 H24
廃止

H22

・牛：239頭，豚：350頭，馬：1頭，鶏：170,991羽の処
理を行った。

H25

関連：取組6 - 19,300 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
０９

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

19,300

東日本大震災及びその余震に起因して死亡し
た家畜の適正かつ円滑処理に要する費用の一
部を助成する。

・牛，豚，鶏農家　計93戸92万4千頭羽の家畜を処理
した経費について助成し，畜産経営の再開支援を
図った。

7

被災家畜円滑処理支
援推進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

H23 H24
廃止

H22 H25

関連：取組6 - 146,258 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

概ね効率的

➊
０７

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

146,258

津波により浸水等の被害を受けた保管倉庫内の
米穀や大豆について，市町村の委託を受けて廃
棄物処理を行う。

・震災に伴う津波により，浸水等の被害を受けた保管
倉庫内の米穀や大豆の廃棄物処理について市町村
の委託を受けて行ったもの。
実績　4，043トン

6

地震被災米穀等処理
事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境課

➊
１４ 農林水産部

事業の分析結果

①必要性

211,472

県産牛肉の信頼性を確保するため，当分の間，
出荷される肉用牛全頭を対象とした放射性物質
の検査を行う。また，廃用牛の放射性物質低減
対策を支援する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

11

肉用牛出荷円滑化推
進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

H23 H24
廃止

H22

・（3月末の検査頭数）県内12,523頭，県外5,873頭

H25

関連：取組6 - 3,391,900 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
１３

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

3,391,900

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故
で，肉用牛の出荷停止指示を受けたことにより，
出荷適期を超過した肥育牛に対して交付する立
替金の経費を助成する。

・緊急支援金交付実績3,847頭
・交付金額2,791,580千円

10

肉用牛経営緊急支援
事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

H23 H24
廃止

H22 H25

関連：取組7 - 587,664 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

概ね効率的

➊
１１

緊
急

農林水産部
件

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

587,664

東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故
により放射性物質に汚染された稲わら及び牧草
の処理を円滑に進めるため，処理経費について
助成する。

・汚染稲わら処理等業務　県内３地区
①汚染稲わらラッピング
②一時保管施設の設置及び搬入
③汚染たい肥の保管処理等
草地除染業務　3団体

9

給与自粛牧草等処理
円滑化事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

H25

関連：取組6 - 13,313 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22緊
急

H23 H24成果があっ
た

畜産課 効率的

H25

関連：取組7 - 211,472 - -

ビジョン
妥当 維持

H22緊
急

H23 H24成果があっ
た

畜産課 効率的

554



➊
１７ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

109,334

震災により，飼料保管施設等において腐敗した
家畜飼料を処理する。

(１)　石巻市（石巻港）分　11社　49,600㎥
(２)　塩釜市（塩釜港）分　  3社　1,170㎥　を処理

14

地震被災飼料処理事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

関連：取組12 - 1,470 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22

➊
１６

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

1,470

震災により被害を受けた岩出山牧場採草地並び
に白石牧場管理棟の復旧工事を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

13

畜産生産基盤対策事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

畜産課

H23 H24
廃止

H22

・岩出山牧場採草地並びに白石牧場管理棟の復旧
工事を実施した。

効率的

H25

関連：取組6 - 26,726 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➊
１５

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

26,726

震災により破損した畜産試験場のヰ水タンク等
の復旧を図る。

・震災により破損した畜産試験場のヰ水タンク等の復
旧

12

畜産試験研究災害復
旧事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

➊
２１ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

6,647

震災により被害を受けた産地の早期復旧と営農
再開を図るため，津波被災農地及び放射性物
質検出農地の実態調査とこれに対する農業技術
対策を確立する。

・津波被災農地の営農再開に向けた研究に着手し，
成果として普及技術１件「海水流入土壌における塩素
等の簡易分析法」，参考資料12件「津波被災水田に
おける水稲作付けのための代かき除塩の効果」等，普
及情報３件をとりまとめた。

17

被災農地における早期
復興技術の開発事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

関連：取組6 - 27,731 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22

➊
２０

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

27,731

本県の農業生産力について，震災からの速やか
な回復と今後の発展を支えるため，甚大な被害
を受けた農業試験研究施設等の早期復旧を図
る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

16

農業試験研究施設等
復旧事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農業振興課

・被災した庁舎・施設等19件のうち16件が復旧し使用
を再開した。残り3件は平成24年度に繰り越す。

効率的

H25

関連：取組6 - 8,062 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22

➊
１８

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

8,062

震災被害のあった家畜保健衛生所等において，
家畜伝染病予防事業及び家畜衛生対策事業を
実施するための検査機器等の復旧を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

15

家畜衛生施設・備品等
整備費

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

畜産課

H23 H24
廃止

H22

・津波被害により被災した東部地方振興事務所畜産
振興部（14機器）並びに東部家畜保健衛生所（1機
器）の検査機器等の再整備を行った。

効率的

H25

関連：取組6 - 109,334 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的緊
急
畜産課

H23 H24
維持

H22 H25

関連：取組6 - 6,647 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的緊
急
農業振興課

555



➋
０３ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

0

被災した農業者や農業法人が，県内の耕作放
棄地を活用して営農を再開する取組に対して支
援する。

・被災した農業者が県内の耕作放棄地を活用して営
農を再開する取組に対して支援した。

20

耕作放棄地活用支援
事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

関連：取組10 - 11,719 - -

ビジョン
概ね妥当 維持

H22

➋
０２

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

11,719

新規就農者の育成・確保を図るとともに，津波等
で地元での営農が不可能となった被災農業者の
支援として，東日本大震災早期営農再開支援セ
ンターを設置し，雇用や営農再開に向けての情
報提供を行う。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

ある程度
成果があっ
た

19

青年農業者育成確保
推進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農業振興課

H23 H24
維持

H22

・県及び関係機関による早期営農再開支援センター
を設置するとともに，県外の求人や移転営農受入情
報を収集し，被災農業者に対する相談体制を整え
た。

概ね効率的

H25

関連：取組6 - 531 - -

ビジョン
妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

➋
０１

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

531

被災農業者の事業再開及び経営継続に向けた
事業計画及び経営改善計画等の作成について
支援する。

・支援経営体数7件

18

経営改善計画策定支
援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

➋
０５ 農林水産部

事業の分析結果

①必要性

23

災害復旧の促進及び経営の維持・回復を図るた
め，震災及び東京電力株式会社福島第一原子
力発電所の事故に伴う出荷停止等による損害を
受けた農林業者に対して，災害対策資金の円滑
な融通を図る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

ある程度

22
-2

市町村農林業災害対
策資金特別利子助成
事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

H23 H24
維持

H22

・市町への普及啓発
・H23　借入申込み　　19件　108,350千円　（3月まで）

H25

関連：取組11 - 89 - -

ビジョン
妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

➋
０５

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

89

災害復旧の促進及び経営の維持・回復を図るた
め，震災及び東京電力株式会社福島第一原子
力発電所の事故に伴う出荷停止等による損害を
受けた農林業者に対して，災害対策資金の円滑
な融通を図る。

・東日本大震災農林業災害対策資金制度の説明会
等の実施（8回）
・H23　借入申込み　　19件　108,350千円　（3月まで）

22
-1

東日本大震災農林業
災害対策資金利子補
給事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

H25

関連：取組10 - 11,334 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22

➋
０４

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

11,334

農業法人や先進農家等における被災者の雇用
促進を通じて被災者の生活再建を支援するとと
もに，高度な生産技術や経営手法を習得して本
県で就農する人材の確保・育成を図る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

21

農業人材育成事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農業振興課

H23 H24
維持

H22

・被災者雇用人数　10人

効率的

H25

関連：取組6 - 0 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

－緊
急
農業振興課

H25

関連：取組11 - 23 - -

ビジョン
妥当 維持

H22緊
急

H23 H24ある程度
成果があっ
た

農林水産経営支
援課

概ね効率的

556



➋
１０ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

18,000

津波によって農地・農業用施設に壊滅的な被害
を受けた国営土地改良事業地区に係る地元負
担金について，賦課金徴収に見通しが付かない
土地改良区に対して支援する。

・津波被害により国営土地改良事業負担金の徴収が
出来なかった土地改良区に対し無利子融資を行った
ことで，平成23年度の土地改良区の支払が滞りなく行
われ，改良区及び農家の負担を軽減できた。

25

津波被害土地改良区
償還支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H23 H24
維持

H22 H25

関連：取組6 - 75,505 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➋
０８

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4①❹に再掲 ①必要性

75,505

震災により畜舎が流出するなど生産基盤に被害
を受けた生産者が農業生産力を維持するため，
経営再建や新たな生産開始に必要な家畜飼養
管理用施設等を整備するための経費を補助す
る。

・交付実績10市町，62件
・交付金額75,505千円

24

畜舎等施設整備支援
対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

畜産課

H23 H24
廃止

H22 H25

関連：取組11 - 0 - -

ビジョン
概ね妥当

成果が
なかった

－

➋
０６

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

0

災害復旧の促進及び経営の維持・回復を図るた
め，震災により被害を受けた農林業者に対して，
農林業の復旧に必要な資金の円滑な融通を図
る。

・天災資金制度説明会の開催（6回）
・融資枠市町村配分（10億円）
・平成23年度融資実績なし

23

天災資金利子補給（農
林業）

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

➌
０２ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

20,915

甚大な津波被害を受けた沿岸部の農業復興に
向けた基盤整備の方向を検討するため，被災農
家の意向調査を行うとともに，意向を反映した農
業農村復興整備構想を作成する。

・被災農家意向調査，農業農村復興整備構想作成
1件
（計6市町　気仙沼市，南三陸町，塩竃市，多賀城市，
松島町，七ヶ浜町）
・農山漁村地域復興基盤総合整備事業の実施計画
などに活用する。28

農地復旧支援調査計
画事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

関連：取組6 - 4,965 - -

ビジョン
妥当 廃止

H22

➌
０１

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

4,965

甚大な津波被害区域においては，農地を復旧
するに当たり，地域ごとに新たな農業を可能とす
る実施計画の策定が必要となることから，地域住
民の意向を踏まえて実施計画を策定する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

27

農村地域復興支援事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農村振興課

・用排水調査，基本計画作成　１件（多賀城市）
・区画整理事業の実施計画策定に活用する。

効率的

H25

関連：取組6 - 76,965 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➋
１１

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

76,965

被災地域の農業の再生を図るため，震災により
甚大な被害を受けた農業団体（協同組合等）の
施設・設備等の再建を支援し，当該団体の運営
基盤の復興・強化を図る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

26

農業団体被災施設等
再建整備支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農林水産経営支
援課

H23 H24
維持

H22

・補助対象：8団体

効率的

H25

関連：取組11 - 18,000 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的緊
急
農村振興課

H23 H24
廃止

H22 H25

関連：取組6 - 20,915 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的緊
急
農村振興課

557



➍
０１ 農林水産部

事業の分析結果

①必要性

48

被災地域においては，農地や農業生産施設は
もとより，農業の中核的人材も失うなど，地域全
体の農業生産力の減退が懸念されることから，
民間投資を活用した農業生産力の維持・向上，
地域農業の活性化，雇用の促進に資するため，
企業の農業参入を推進する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

度

31

農業参入推進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

H23 H24
拡充

H22

・震災のため事業を大幅に休止し，企業誘致活動の
みを実施した。
・県外で農業に参入している一般企業2社を訪問し，
情報収集・誘致活動を行った。

H25

関連：取組6 - 19,286 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

概ね効率的

➌
０８

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

19,286

震災により被害を受けた地域において，経営再
開マスタープランを作成し，プランの実現に向け
農地集積等に必要な取組を支援する。

・5市町を対象に，震災により被害を受けた地域にお
いて経営再開マスタープランを作成した。また，2市町
を対象に，プランの実現に向け農地集積等に必要な
取組を支援した。

30

地域農業経営再開復
興支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農業振興課

H23 H24
維持

H22 H25

関連：取組6 - 10,750,969 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➌
０６

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

10,750,969

震災により著しく損なわれた農業生産力の維持・
向上を図るため，農地・農業用施設等の復旧工
事を実施することにより，生産基盤の早期回復を
図る。

・復旧が必要な農地13,000haのうち農地5,780haを復
旧
・被災した69箇所の排水機場のうち応急工事等により
52箇所の排水機場を稼働した。
・また，国直轄災害復旧事業を実施し施設の復旧を
実施した。29

東日本大震災災害復
旧事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課，
農村整備課

➍
０４ 農林水産部

事業の分析結果
年度別決算（見込）額（千円）

①必要性

47,468

震災により畜舎の流出等生産基盤に被害を受け
た生産者の負担軽減を図るため，経営再建，生
産回復のために必要な新たな代替家畜の導入
経費を補助する。

・交付実績8市町，乳用牛55頭，肉用牛62頭，採卵鶏
153千羽，ブロイラー164千羽
・交付金額47,468千円

34

経営再建家畜導入支
援対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

H25

関連：取組6 - 75,505 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➍
０３

緊
急

農林水産部
4①❷ 再掲 事業の分析結果

H23 H24

①必要性

75,505

震災により畜舎が流出するなど生産基盤に被害
を受けた生産者が農業生産力を維持するため，
経営再建や新たな生産開始に必要な家畜飼養
管理用施設等を整備するための経費を補助す
る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

33

畜舎等施設整備支援
対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

畜産課

H23 H24
維持

H22

・交付実績10市町，62件
・交付金額75,505千円

効率的

H25

関連：取組6 - 4,268,436 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

概ね効率的

➍
０２

緊
急

農林水産部
4①❶ 再掲 事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

4,268,436

農業・経営の早期再生のため，被災した施設等
の改修，再編整備，農業機械の再取得等に対し
て助成

・共同利用施設の復旧及び再編整備の他，経営の再
開に必要な資機材の導入を支援した。
交付決定件数　238件

32

東日本大震災農業生
産対策事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農産園芸環境課，
畜産課

H25

関連：取組10 - 48 - -

ビジョン
妥当 維持

H22緊
急

H23 H24ある程度
成果があっ
た

農業振興課 効率的

H23 H24
維持

H22 H25

関連：取組6 - 47,468 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的緊
急
畜産課

558



1,364

震災による県産農林水産物等の需要の落ち込
みへの対処やイメージアップのため，地産地消
の取組を全県的に進め，県産食材の一層の理
解や消費・活用の促進を図る。また，宮城の「食」
に関して情報発信を行う人材を登録・派遣し，体
験活動や現地見学を通じて，県民への県産食材
や ドチ に対する理解促進 食材を選

食育・地産地消推進事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

H23 H24
維持

H22

・食材王国みやぎ地産地消推進店登録者数
 178（H22)→　212（H23)
・緊急雇用基金を活用して，復興応援キャンペーンを
実施（3回，8，12，2月）するとともに，量販店に店頭販
売員を設置し，被災事業者の商品試食や県内農林水
産物のメニュー提案を行い，販路確保及び消費拡大
を図 た

H25

関連：取組7 - 269 - -

ビジョン
概ね妥当

ある程度
成果があっ
た

概ね効率的

➎
０１

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）4③❹,
4④❶に再掲

①必要性

269

生産者の生活再建と地域社会の復興を図るた
め，震災により売上げが減少した農産物等直売
所の経営改善を支援する。

・支援経営体数2件

36

農産物等直売所経営
支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産経営支
援課

H25

関連：取組6 - 10,378 - -

ビジョン
妥当 拡充

H22

➍
０５

緊
急

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

10,378

津波被災農地を新たな食料供給基地として再生
させるため，県や独法の試験研究機関，民間企
業，大学等に蓄積されている多様な先端技術を
組み合わせ最適化し，農業法人等のほ場にお
いて大規模実証を行う。
あわせて，実証された先端技術を体系化し，新し
い産業としての農業を支える技術として発信，復
旧・復興に活用する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

35

食料生産地域再生のた
めの先端技術展開事
業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農業振興課

・平成24年度からの本格的な研究実施に向け，園芸
施設等の整備，オープンラボの運営準備及び新たな
研究課題の実施に向けた体制整備を行った。

効率的

H25

取組30 - 331,966 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➎
０４

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

331,966

集落コミュニティの回復・向上を図るとともに，集
落ぐるみで行う集落営農等を促進するため，非
農家も含めた集落全体の共同活動として行う農
業用用排水施設の江払い・草刈り，農道の敷き
砂利補修のほか，環境美化活動，都市との交流
活動等を支援する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

成果があっ
た

39

農地・水保全管理事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農村振興課

H23 H24
維持

H22

・農地の保全活動を支援
　42,127ha（活動組織数　502組織）

効率的

H25

取組30 - 221,021 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➎
０３

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

221,021

震災により甚大な被害を受けた中山間地域等の
条件不利地域において，農地の荒廃を防ぎ，継
続して農業生産活動を行うため，サポート体制の
構築と併せて，農業用用排水路の江払い・草刈
り，農道の敷き砂利補修等の集落共同活動を支
援する。

・中山間地域等条件不利農地の保全活動支援
　2,103ha（活動協定数　232協定）

38

中山間地域等直接支
払交付金事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課

H25

取組7 - 1,364 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➎
０２

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

4④❶に再掲 ①必要性

やフードチェーンに対する理解促進，食材を選
択する力の育成等に取り組み，地産地消の一層
の普及を図る。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

ある程度
成果があっ
た

37

次年度の方向性

食産業振興課

を図った。

効率的

559



898

食料自給率について認知度の向上を図り，県民
一人一人が国内外の食料事情や宮城の食材，
農林水産業に対して理解を深めるとともに，県産
農林水産物の生産振興と消費拡大を図るための
自主的な取組を促進するため，生産，流通，消
費，食育などの関係団体と連携しながら「みやぎ
食料自給率向上県民運動」を展開する。

・標語募集：応募総数3,112点
・標語の最優秀作品を掲載したポスターを作成し，県
内に幅広く配布（20,000部）するとともに，公共交通機
関や新聞・雑誌において集中的にＰＲを実施
・広報啓発活動（出前講座やパネル展示，研修会で
の資料配付，小学生向け学習教材の作成・公開，フ
リーペーパーにおける県民運動の紹介）
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みやぎの食料自給率向
上運動事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

H25

取組7 - 263 - -

ビジョン
妥当 維持

H22

➎
０６

農林水産部
事業の分析結果

H23 H24

①必要性

263

学校給食における県内農林水産物の利用拡大
を図るため，毎年11月を「すくすくみやぎっ子み
やぎのふるさと食材月間」とし，普及・啓発を図る
とともに，生産者と学校給食調理場とのマッチン
グを支援する。

年度別決算（見込）額（千円）
②有効性 ③効率性

ある程度
成果があっ
た
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学校給食地産地消推
進事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

次年度の方向性

農林水産政策室

H23 H24
維持

H22

・「すくすくみやぎっ子　みやぎのふるさと食材月間(11
月)」による普及啓発，県産食材の利用促進のための
マッチング支援，学校給食における地場産野菜等の
利用品目割合調査を行った。

概ね効率的

H25

関連：取組30 - 10,000 - -

ビジョン
妥当

成果があっ
た

効率的

➎
０５

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
①必要性

10,000

震災により被災を受けた農業用施設等，又はそ
の影響により機能低下等を生じた地域で，機動
的かつきめ細やかに農地周りの施設の補修等に
取り組む組織を支援し，集落コミュニティの回復・
向上を図るとともに，集落ぐるみで行う復旧活動
等を促進することで農地の荒廃を防ぎ，持続的
な農業を推進する。

・復旧活動支援　910ha
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農地・水保全管理復旧
活動支援事業

事業概要 平成２３年度の実施状況・成果

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農村振興課

決算（見込）額計 39,264,974

決算（見込）額計（再掲分除き） 24,170,064

-

H23 H24 H25H22

取組7

ビジョン
概ね効率的 維持

- 898 -

➎
０７

農林水産部
事業の分析結果

年度別決算（見込）額（千円）
4④❷に再掲 ①必要性

妥当
ある程度
成果があっ
た

②有効性 ③効率性 次年度の方向性

農林水産政策室

560




